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大牟田市被災がけ地等復旧補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大雨による気象災害（以下「災害」という。）により、被災した

がけ地の復旧等を図り、市民生活の安定に資することを目的とし、予算の範囲内にお

いて、被災したがけ地の復旧工事を行う者に対し、大牟田市被災がけ地等復旧補助金

（以下「補助金」という。）を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において掲げる用語の定義は、当該各号に定めるものとする。 

（１） 宅地 災害発生時に使用していた居住の用に供する住宅の敷地をいう。 

（２） 被災宅地等 宅地に隣接するがけ地が崩壊した宅地又は隣接する土地をいう。 

（３） がけ地 こう配が３０度を超え、かつ垂直の高さが３メートルを超える傾斜地

（切土、盛土及び擁壁の設置により、人工的に形成された傾斜地を含む。）をい

う。 

（４） 崩壊がけ地 がけ地で、災害により崩壊したがけ地部分をいう。 

（５） 公共施設 災害発生時に本市が管理し機能を有する道路、河川その他の公共の

用に供する施設をいう。 

（補助対象災害） 

第３条 補助の対象となる災害は、激甚
じん

災害に対処するための特別の財政援助等に関す

る法律（昭和３７年法律第１５０号）による激甚
じん

災害の指定を受けた災害（以下「補

助対象災害」という。）とする。 

（補助対象がけ地） 

第４条 補助の対象となる崩壊がけ地（附属する工作物を含む。以下「補助対象がけ地」

という。）は、次の各号の全てに該当するものとする。 

（１） 市内において、補助対象災害により崩壊したがけ地で、崩壊がけ地の垂直の高

さが３メートルを超えるものをいう。 

（２） 崩壊がけ地の下端両側を結んだ線の水平面上の垂線から、外側に３０度の角度

で直線を伸ばし、崩壊がけ地の下端から水平距離で崩壊がけ地の高さの２倍まで

の距離で囲んだ範囲に、補助対象災害の発生時に使用していた居住の用に供する

住宅又は公共施設があるものをいう。 
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（補助対象者） 

第５条 補助金の交付を受けることのできる者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号の全てに該当するものとする。 

（１） 補助対象がけ地の所有者若しくは共有者の代表者（次条第１項に規定する共有

者の代表者（同条第２項において共有者の代表者とみなされる者を含む。）をい

う。）、又は補助対象がけ地に隣接する被災宅地等若しくは被災宅地等に存ずる建

物の所有者で補助対象がけ地の所有者から同条第１項各号に掲げる事項につい

て委任を受けた者（工事施工業者を除く。）をいう。 

（２） 市税の滞納がない者 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、補助金の交付の対象としない。 

（１）  暴力団等による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の構成員（同条第６号

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。））であるとき。 

（２） 暴力団員が事業主又は役員に就任している法人等であるとき。 

（３） 暴力団員が実質的に運営している法人等であるとき。 

（４） 暴力団員であることを知りながら当該暴力団員を雇用し、又は使用していると

き。 

（５） 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら当該暴力団員と商取引に係契

約を締結しているとき。 

（６） 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与しているとき。 

（７） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有しているとき。 

 （共有者の代表者） 

第６条 共有の崩壊がけ地について、補助金の交付を受けようとする場合は、共有者は、

次に掲げる事項について共有者全員から委任を受けた共有者又は共有の崩壊がけ地

に隣接する被災宅地等若しくは当該被災宅地等に存ずる建物の所有者を共有の代表

者として選任するものとする。 

（１） 補助対象工事の施工に関する事項 

（２） 補助金の交付申請及び受領に関する事項 
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２ 前項の場合において、共有者全員からの委任を受けられず、共有者の一部の者から

委任を受けた者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める行為の範

囲内で共有者の代表者とみなす。 

（１） 共有者の持分の過半数の者から委任を受けた場合 民法（明治２９年法律第８

９号）第２５２条の管理に関する行為 

（２） 共有者の持分の過半数に満たない者から委任を受けた場合 民法第２５２条た

だし書の保存行為 

（補助対象工事） 

第７条 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、補助対象

がけ地を復旧する工事（この要綱の施行日前に着手し、又は完了した工事を含む。）

で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 法
のり

面保護に係る工事 

（２） 擁壁の設置及び補強に係る工事（既存擁壁の撤去及び擁壁に関する排水施設等

の設置工事を含む。） 

（３） 前号に掲げるもののほか、宅地の安全性の回復に市長が必要と認めるもの。 

２ 災害発生時から第３条に規定する補助対象災害となるための激甚
じん

指定を受ける間

に、実施された前項各号に該当する工事は、補助対象工事とする。  

３  補助対象工事は、補助対象者が行う補助対象がけ地の復旧工事であって、市内に

本店を有し、かつ、建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第 1 の下欄に掲げ

る土木工事業、建築工事業又はとび・土工工事業に係る同法第３条第１項の許可を

受けた者で、第５条第２項の各号に該当しない者（以下「市内施工業者」という。）

に請け負わせる工事とする。ただし、市内施工業者において、補助対象工事を行う

ことが困難な場合は、この限りでない。 

４ 補助対象工事費は、設計費用等を含むものとする。 

５ 補助対象工事は、第１０条の補助金交付決定を受けた日から１年以内に完了するも

のとする。  

６ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、補助対象工事

としない。 
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（１） 災害発生時に法人が所有するがけ地の復旧工事 

（２） 既に大牟田市がけ地等復旧補助金交付要綱（令和３年４月１日施行）及び本要

綱に基づく補助金の交付を受けて、工事を行った範囲における復旧工事 

（３） 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業等の他の補助事業の対象となるがけ地の復

旧工事 

（４） 補助対象工事の施工に係る費用が１０万円を超えない工事 

（５） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２

年法律第５７号）第２６条第１項に基づく移転勧告を受けている被災宅地等にお

ける工事 

（６） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第９条第１項の規定に基づく命令、

宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１４条第１項から第３項まで

の規定に基づく監督処分又は都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８１条

第１項に基づく監督処分を受けている被災宅地等における工事 

（７） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２

年法律第５７号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年

法律第５７号）又は農地法（昭和２７年法律第２２９号）による規定に違反して

いる土地その他関係法令に違反している被災宅地等の工事 

（８） 前号に掲げるもののほか、被災宅地等に適用される法令、条例、規則又はこの

要綱に基づき市長等が行った指示等に違反した補助対象者が行う工事 

（補助金の交付及び額） 

第８条 市長は、補助対象者が補助対象工事を実施するときは、当該工事に要する経費

（以下「補助対象経費」という。）について、補助金を交付する。 

２ 補助金の額は、補助対象経費のうち市長が必要と認める額の１００分の５０に相当

する額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

で、２００万円を限度とする。 

３ 市長は、申請された補助対象経費が著しく適正を欠くと認めたときは、市長が適正

と認めた額を補助対象経費として補助金の額を決定するものとする。 

４ 土地所有者が異なる一連のがけ地について、当該がけ地の所有者が共同して補助対

象工事を施工する場合は、各々が補助対象者となり、各々が負担すべき経費を、補助
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対象経費とする。 

５ 補助対象災害の発生以後に、土地の分筆により生じた土地所有者の異なるがけ地は、

分筆以前の土地の状況に基づき補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、補助対象災害が激甚
じん

災害の指定

を受けた日から９月以内に、補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

え、市長に申請するものとする。 

(１) 位置図 

(２) 補助対象がけ地が存する土地の土地登記全部事項証明書（申請日前３月以内に発

行されたものに限る。未登記の場合にあっては、固定資産税土地台帳の写し又は固

定資産税納税通知書の写し） 

(３) 補助対象がけ地が存する土地の公図（申請日前３月以内に発行されたものに限

る。） 

(４) 補助対象がけ地に相続が発生している場合は、補助対象者が相続人であることを

証する戸籍謄本等の書類 

(５) 補助対象災害に伴う被災であると確認できる資料 

(６) 被災宅地等の被災状況を確認できる被災写真等の資料 

(７) 工事施工図（計画平面図、断面図及び構造図） 

(８) 工事見積書又は請求書の写し（内訳明細の記載があるものに限る。）  

(９) 市税納付状況調査承諾書（様式第２号） 

(１０) 補助金の交付を申請しようとする補助対象者と補助対象がけ地の所有者（共有

者を除く。）が同一人でない場合は、復旧工事施工同意書（様式第３号） 

(１１) 第６条第１項に規定する共有者の代表者（同条第２項において共有者の代表者

とみなされる者を含む。）が補助金の交付申請を行う場合は、同条第１項各号の

事項に係る委任状 

(１２) 申請時に補助対象工事が完了している場合にあっては、補助対象工事の完了写

真（着工前、竣工、施工状況及び出来形寸法が確認できるものに限る。） 

(１３) 暴力団排除条項に基づく誓約書兼照会承諾書（様式第４号） 

(１４) その他市長が必要と認めた書類 
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２ 市長は、補助対象工事の目的及び内容により、前項の添付書類のうち必要がないと

認めるものについては、その添付を省略させることができる。 

（補助金の交付の決定） 

第１０条 市長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、必要に応じて実地

調査を行い、補助金の交付の可否を決定し、補助金交付（不交付）決定通知書（様式

第５号）により前条の申請を行った補助対象者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第１１条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者（以下「補助事業者」

という。）は、補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるとき

は、前条の規定による通知を受領した日から起算して１５日以内に申請の取下げをす

ることができる。 

２  補助事業者は、申請の取下げを行う場合は、補助金交付申請取下げ書（様式第６

号）を市長に提出するものとする。 

 (交付の条件) 

第１２条 市長は、補助金の交付の決定をする場合において、補助金の交付の目的を達

成するため必要があるときは、次に掲げる条件を付するものとする。 

(１) 補助対象工事の内容、経費の配分又は遂行計画の変更（市長が認める軽微な変更

を除く。）をする場合は、市長の承認を受けること。 

(２) 補助対象工事を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

(３) 補助対象工事が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(４) 補助対象工事の施工にあたっては、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、

その他関連する法令を遵守すること。 

(５) その他市長が特に必要があると認める条件 

２ 前項の規定により付する条件には、補助対象工事の完了後においても従うべき条件

を含むものとする。 

（申請内容の変更等）  

第１３条 補助事業者は、前条第１項第１号又は第２号に規定する承認を受けようとす

る場合は、補助金交付申請変更（中止・廃止）承認申請書（様式第７号）を市長に提
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出するものとする。 

２ 前項の規定による変更の申請には、変更の内容が分かる書類を添付するものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する変更の申請を受け、承認した場合は、補助金交付申請変

更（中止・廃止）承認通知書（様式第８号）により補助事業者に対して通知するもの

とし、承認しなかった場合は、補助金交付申請変更（中止・廃止）不承認通知書（様

式第９号）により補助事業者に対して通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 第５条第２項各号及び第７条第６項各号のいずれかに該当することが判明した

とき。 

(４) 前３号のほか補助対象工事に関して補助金の交付の決定の内容又はこれに付し

た条件に違反したとき。 

(５) 第１１条第２項の規定による申請の取り下げがあったとき。 

(６) その他この要綱又はこの要綱に基づく市長の処分に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しをした場合は、補助金交付取消通知書（様式第１

０号）により補助事業者に通知するものとする。 

（状況報告又は調査） 

第１５条 市長は、必要に応じて補助事業者から補助対象工事の遂行の状況について報

告を求め、又は調査することができる。 

(補助対象工事の遂行等の命令) 

第１６条 市長は、補助対象工事が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に

従って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに従って補助対

象工事を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 市長は、補助事業者が前項の命令に違反したときは、その者に対し、補助対象工事

の遂行の一時停止を命ずることができる。 

（完了報告書） 
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第１７条 補助事業者は、補助対象工事が完了したとき（補助対象工事の廃止の承認を

受けたときを除く。）は、補助対象工事完了の日（補助金の交付決定通知書受領時に

おいて既に補助対象工事が完了しているときは、第１０条の交付決定通知書を受領し

た日）から、起算して１４日以内に工事完了報告書（様式第１１号）に次に掲げる書

類を添付して市長に提出するものとする。 

(１) 補助対象工事の完了写真（着工前、竣工、施工状況及び出来形寸法が確認できる

もの） 

(２) 補助対象工事の代金領収書の写し（施工業者に工事代金の支払いが完了していな

い場合においては、補助対象工事の請求書の写し（内訳明細の記載があるものに限

る。）） 

(３) その他市長が特に必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１８条 市長は、前条の規定による完了報告書を受理したときは、関係書類及び現地

の検査を実施するものとし、当該検査の結果、適正であると認める場合は、補助金の

額を確定し、補助金交付確定通知書（様式第１２号）により補助事業者に通知するも

のとする。 

（是正のための措置） 

第１９条 市長は、前条の規定による調査の結果、補助対象工事の成果が補助金の交付

の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、補助対象工事につ

いて、これに適合させるための措置を補助事業者に対して命ずるものとする。 

２ 第１７条の規定は、前項の規定に従って行う補助対象工事について準用する。 

(補助金の請求及び交付) 

第２０条 補助事業者は、第１８条の規定による補助金の額の確定を受けたときは、補

助金の額の確定の通知を受けた日から起算して１４日以内に補助金交付請求書によ

り市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査の上、適当と認め

るときは、補助金を交付するものとする。 

（工事代金支払いの報告） 

第２１条 補助事業者は、前条の補助金の交付を受けた後に施工業者へ工事代金を支払
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う場合は、支払い完了後、１４日以内に補助対象工事の代金領収書の写しを市長に提

出するものとする。 

（補助金の返還） 

第２２条 市長は、第１４条に規定する補助金の交付の決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、補助金返還命令書（様式第

１３号）により期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和三年八月七日から同月二十三日までの間の暴風雨及び豪雨による

災害についての激甚
じん

災害並びにこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令（令和

３年１０月１日政令第２７９号）により激甚
じん

災害として指定がなされた災害（以下「令

和３年８月豪雨災害」という。）以後に発生した災害に適用する。 

３ 令和３年８月豪雨災害により、第９条の交付申請を行う場合の第９条第１項の適用

については、同項中「補助対象災害が激甚
じん

災害の指定を受けた日」とあるのは「本要

綱の施行の日」と読み替えるものとする。 


